
平成２８年度予算について

法 務 省

第１ 経費関係

１ 一般会計 ７，４２０億円

（これに加え，平成２７年度補正予算額 １９０億円）

２ 東日本大震災復興特別会計 １４億円

第２ 定員関係

増員数 １，１５７人，定員合理化数 △９７０人

純増数 １８７人



平 成 27 年 度 平 成 28 年 度

当 初 予 算 額 算予 　 　 　 額

Ａ Ｂ

737,487 742,017 4,530 100.6

494,457 498,917 4,460 100.9

243,029 243,100 71 100.0

19,005 21,148 2,143 111.3

1,584 1,357 △ 228 85.7

697 466 △ 231 66.9

888 891 3 100.3

197 107 △ 89 54.3

注　東日本大震災復興特別会計については，復興庁所管であり，同庁において一括して計上する。

【参考】平成２７年度補正予算額（一般会計）（単位：百万円）

平 成 27 年 度

補 正 予 算 額

Ⅰ 出入国管理体制の強化 2,695

   円滑かつ厳格な出入国管理体制の整備

Ⅱ 災害復旧・災害対応の強化 13,225

  法務省施設の防災・減災対策の強化

 　　 うち施設費 13,225

Ⅲ 安全・安心な社会の実現 3,078

合 計 18,998

注　百万円単位で四捨五入している関係から，一部整合しない場合がある。

平　成　２　８　年　度　予　算　額　総　括　表

（単位：百万円，％）

対前年度増△減額
区　　　　　　分

Ｂ － Ａ 比較率

一 般 会 計

人 件 費

物 件 費

う ち 施 設 費

東日本大震災復興特別会計

人 件 費

物 件 費

う ち 施 設 費

　平成２７年度補正予算(第１号)の概要　　

  治安確保等に向けたシステム整備・
セキュリティ対策の強化
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一般会計
 (単位:百万円) （ 参 考 ）

平成27年度
補正予算額

１　　大臣官房関係経費 128,455 130,728 2,273 2,138 134 470

２　　日本司法支援センター 30,880 30,588 292 0 292 0

関係経費

３　　施設整備関係経費 19,005 21,148 2,143 0 2,143 13,225

４　　法務総合研究所関係 1,968 2,013 45 18 26 52

経費

５　　登記・戸籍等関係経費 125,853 124,479 1,374 1,154 220 283

６　　検察関係経費 107,931 108,089 158 352 194 305

７　　矯正関係経費 231,707 231,975 268 1,103 834 1,655

８　　更生保護関係経費 25,376 26,057 681 503 178 153

９　　人権擁護関係経費 3,353 3,341 12 0 12 17

１０　訟務関係経費 1,845 1,856 12 0 12 19

１１　出入国管理関係経費 46,933 47,404 471 1,266 795 2,695

１２　公安審査委員会関係 66 66 0 1 0 0

経費

１３　公安調査庁関係経費 14,116 14,273 157 233 75 123

737,487 742,017 4,530 4,460 71 18,998

※　（参考）欄の対前年度増△減額欄は，物件費について，28年度予算額に27年度補正予算額を加えた合計額と27年度当初予算額との増△減額である。

東日本大震災復興特別会計
 (単位:百万円)

１　　登記事務関係経費 735 654 82 43 39

２　　民事法律扶助等関係 436 596 160 0 160

経費

３　　施設復旧関係経費 197 107 89 0 89

1,584 1,357 228 231 3

※　平成27年度においては，１から３のほか被災地における更生保護活動関係経費として217百万円を計上していたが，

　平成28年度からは，一般会計において同経費を計上。

(注)百万円単位で四捨五入している関係から，一部整合しない場合がある。

合　　計 △ △

△ △

△ △ △

事　　　項
平成27年度
当初予算額

平成28年度
予　算　額

増△減額
人件費 物件費

合　　計 19,069

0

△ 48

31

△ 1,901

331

△ △ 5

△ 111

△ 821

78

△ △ △ 63

△ △ △ 292

15,369

物件費
対前年度
増△減額

604

事　項　別　予　算 

(単位:百万円)

事　　　項
平成27年度
当初予算額

平成28年度
予　算　額

増△減額

物件費

人件費

2



このほか，平成27年度補正予算額とこれを含む増△減額

2,695 1,451
○ うち，平成28年度予算における主要事項

①出入国審査手続の円滑化・迅速化 588 1,552 964
このほか，平成27年度補正予算額とこれを含む増△減額

1,506 2,470

②厳格な水際対策 137 310 174
このほか，平成27年度補正予算額とこれを含む増△減額

800 973

このほか，平成27年度補正予算額とこれを含む増△減額

123 48
○ うち，平成28年度予算における主要事項

①サミット動向関連情報収集の強化 0 34 34

②リオ五輪及び東京五輪開催を見据えたオリンピック・パラリン

このほか，平成27年度補正予算額とこれを含む増△減額

123 208

243 328 85
 ピック関連動向調査及びテロ関連情報収集の強化

< 施策の概要 >

  リオ五輪及び東京五輪開催を見据え，我が国の良好な治安を確保することができるよう，公安調査活
動によるオリンピック・パラリンピック関連動向調査及びテロ関連情報収集等の治安・テロ対策を強化。

< 経 費 関 係 > 2,725 2,649 △ 75

２　治安・テロ対策の強化

< 経 費 関 係 > 14,081 12,836 △ 1,245

１　円滑かつ厳格な出入国管理体制の整備

< 施策の概要 >

　2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会や観光立国施策の推進による訪日外国人の増加に
対応するために必要な出入国審査体制を強化。

平成２８年度一般会計予算における主要施策の概要

（単位：百万円）

平成27年度
当初予算額

(A)

平成28年度
予 　算　 額

(B)

対前年度
増△減額

（B-A)

Ⅰ　2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会開催に向けた取組
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（単位：百万円）

平成27年度
当初予算額

(A)

平成28年度
予 　算　 額

(B)

対前年度
増△減額

（B-A)

○ うち，平成28年度予算における主要事項

1,277 1,301 24

5,167 5,198 32

565 743 179

1,356 1,405 49

このほか，平成27年度補正予算額とこれを含む増△減額

13,225 15,369
○ うち，平成28年度予算における主要事項

13,440 9,111 △ 4,329
このほか，平成27年度補正予算額とこれを含む増△減額

13,225 8,896

5,565 12,038 6,472

①矯正施設関係

②法務総合庁舎関係

< 施策の概要 >

　旧耐震基準により昭和５６年以前に整備された法務省施設及び職員宿舎の建替え等の耐震対策を
促進。再チャレンジ可能な社会の構築のための矯正施設の環境整備を推進。

< 経 費 関 係 > 19,005 21,148 2,143

２　矯正施設の環境整備等

③協力雇用主への支援等就労支援の推進

④保護司活動の基盤強化

①職業訓練の拡充及び広域的な就労支援体制等の構築

②更生保護施設等の受入れ機能の強化等による住居
 確保及び薬物事犯対象者の増大に対応した処遇実施
 体制整備の推進

< 施策の概要 >

　犯罪対策閣僚会議決定「再犯防止に向けた総合対策」(平成２４年７月)及び「宣言：犯罪に戻らない，
戻さない」（平成２６年１２月）に掲げられている対象者の特性に応じた処遇，住居の確保，就労支援等
の再犯防止対策を推進。

< 経 費 関 係 > 11,633 12,016 383

Ⅱ　刑務所出所者等の再犯防止対策の推進

１　再犯防止対策の推進
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（単位：百万円）

平成27年度
当初予算額

(A)

平成28年度
予 　算　 額

(B)

対前年度
増△減額

（B-A)

○ うち，平成28年度予算における主要事項
2,318 3,484 1,166

このほか，平成27年度補正予算額とこれを含む増△減額

19 31
○ うち，平成28年度予算における主要事項

20 52 32　国際訴訟対策を含む予防司法機能等の充実・強化

< 施策の概要 >

　　予防司法機能等の充実・強化。

< 経 費 関 係 > 1,845 1,856 12

Ⅳ　法の支配を実現するための諸施策の推進

１　国際訴訟対策を含む予防司法機能の強化等

登記所備付地図整備事業の推進等

< 施策の概要 >

　日本再興戦略等の下での我が国経済の再生及び震災復興のため，登記所備付地図整備事業等を
推進。

< 経 費 関 係 > 2,318 3,489 1,171

Ⅲ　経済再生の加速化及び震災復興の推進

　登記事務処理・地図整備体制等の強化
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（単位：百万円）

平成27年度
当初予算額

(A)

平成28年度
予 　算　 額

(B)

対前年度
増△減額

（B-A)

このほか，平成27年度補正予算額とこれを含む増△減額

305 48
○ うち，平成28年度予算における主要事項

877 646 △ 231
このほか，平成27年度補正予算額とこれを含む増△減額

305 74

このほか，平成27年度補正予算額とこれを含む増△減額

17 5
○ うち，平成28年度予算における主要事項

86 139 52

11 25 14

①外国人の人権問題対策の推進

②障害者の人権問題対策の推進

３　ユニバーサル社会の実現に向けた新たな人権擁護施策の推進

< 施策の概要 >

　 2020年に開催される東京オリンピック・パラリンピック競技大会を契機として，「人種，障害の有無など
違いを理解し，自然に受け入れ，互いに認め合う共生社会（ユニバーサル社会）」を実現するための総
合的な人権擁護施策を推進。

< 経 費 関 係 > 3,353 3,341 △ 12

取調べの録音・録画装置等の整備

< 施策の概要 >

　　捜査・公判に必要な人的・物的基盤を確保することにより検察活動を充実・強化。

< 経 費 関 係 > 1,680 1,423 △ 257

２　検察活動の充実強化
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（単位：百万円）

平成27年度
当初予算額

(A)

平成28年度
予 　算　 額

(B)

対前年度
増△減額

（B-A)

○ うち，平成28年度予算における主要事項

①ASEAN地域等における法制度整備支援の推進等 212 226 13

②法令外国語訳の推進 91 97 6

436 596 160 ）

○ うち，平成28年度予算における主要事項

①国選弁護等関連業務の実施（委託費） 16,110 16,067 △ 43

②民事法律扶助業務等の実施（運営費交付金） 14,770 14,522 △ 248

436 596 160 ）

（参考：東日本大震災復興特別会計

　 （参考：東日本大震災復興特別会計「震災法律援助事業の実施」

< 施策の概要 >

　　国選弁護等関連業務，民事法律扶助業務等の総合法律支援を充実強化。

< 経 費 関 係 > 30,880 30,588 △ 292

５　頼りがいのある司法の確保のための総合法律支援

< 経 費 関 係 > 336 344 8

４　法制度整備支援や日本法令の外国語訳の充実強化等によるビジネス環境整備の促進

< 施策の概要 >

　主にＡＳＥＡＮ諸国を始めとする開発途上国の持続的成長を実現するために不可欠な法的基盤作り
を支援するとともに，法の支配を定着させるため，法制度整備支援を推進。
　国際取引の円滑化や対日投資に不可欠な日本法令の外国語訳を促進。
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要　　　　求 増　　　　員 減　　　　員 純増▲減数

（合理化計画）

法務本省 22 15 15

法務総合研究所 4 3 3

法務局 220 153 ▲ 224 ▲ 71

登　記   等 209 149 ▲ 219 ▲ 70

訟　務 4 2 ▲ 1 1

人　権 7 2 ▲ 1 1

その他 ▲ 3 ▲ 3

検察庁 280 236 ▲ 233 3

　 検　 事 37 25 ▲ 15 10

事務官 243 211 ▲ 218 ▲ 7

矯正官署 510 434 ▲ 408 26

矯正研修所

矯正管区 2 2 ▲ 1 1

刑事施設 414 356 ▲ 333 23

少年院 58 50 ▲ 49 1

少年鑑別所 36 26 ▲ 25 1

92 51 ▲ 29 22

地方更生保護委員会 16 16 16

　 保護観察所 76 35 ▲ 29 6

地方入国管理官署 285 196 ▲ 50 146

入国者収容所

地方入国管理局 285 196 ▲ 50 146

1,413 1,088 ▲ 944 144

公安調査庁 81 69 ▲ 26 43

1,494 1,157 ▲ 970 187

※ 増員欄には，時限査定を含む。

平成２８年度予算における増員査定結果

合　　　　　計

更生保護官署

区　　　　　分

本省小計
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